イラク派兵差し止め訴訟　名古屋高裁判決（要旨）．．． 2008/5/3内藤功氏講演資料より
（１）自衛隊の海外活動に関する憲法９条の政府解釈は、
　①武力行使目的による「海外派兵」は、許されないが、武力行使目的でない「海外派遣」は許され　　　　　　　　　　　　　　　

　　ること

　②他国による武力の行使への参加に至らない協力（輸送・補給・医療等）については、当該他国による武力の行使と一体になるようなものは自らも武力の行使を行ったとの評価を受けるもので憲法上許されないが、一体とならないものは許されること

（２）イラク特措法は、このような政府解釈の下、我が国がイラクにおける人道復興支援活動又は安全確保支援活動（対応措置）を行うこと（１条）、対応措置の実施は、武力における威嚇又は武力の行使に当たるものであってはならないこと（２条２項）、対応措置については我が国領域及び非戦闘地域において実施すること
（３）平成１５年５月になされたブッシュ大統領による主要な戦闘終結宣言の後にも、アメリカ軍を中心とする多国籍軍は、ファルージャ、バグダッド等の各都市において、多数の兵員を動員して、武装勢力の掃討作戦を繰り返し行っており、その標的となった各武装勢力は、アメリカ軍の駐留に反対する等の一定の政治的な目的を有していることが認められ、相応の兵力を保持して組織的かつ計画的に多国籍軍に抗戦し、その結果、民間人や兵員に多数の死傷者が出ており、多国籍軍の活動は、単なる治安維持活動の域を超えたものとなっている。現在のイラクでは、宗教対立に根ざす武力勢力間の抗争がある上に、各武装勢力と多国籍軍との抗争があり、これらが複雑に絡み合って泥沼化した戦争になっている。
また、多国籍軍と武装勢力との間のイラク国内における戦闘は、実質的には平成１５年３月当初のイラク攻撃の延長であって、外国勢力である多国籍軍対イラク国内の武装勢力の国際的な戦闘であるといえる。

特に、首都バグダッドは、まさに国際的な武力紛争の一環として行われる人を殺傷し又は物を破壊する行為が現に行われている地域であって、イラク特措法にいう「戦闘地域」に該当するものと認められる。

（４）航空自衛隊は、アメリカからの要請を受け、平成１８年７月ころ以降、アメリカ軍等との調整の上で、バグダッド空港への空輸活動を行い、現在に到るまで、C１３０H輸送機３機により、週４回から５回、定期的にクウェートのアリ・アルサレム空港からバグダッド空港へ武装した多国籍軍の兵員を輸送している。

現代戦において輸送等の補給活動もまた戦闘行為の重要な要素であることを考慮すれば、多国籍軍の戦闘行為にとって必要不可欠な軍事上の後方支援を行っていると言える。

少なくとも多国籍軍の武装兵員を、戦闘地域であるバグダッドへ空輸するものについては、他国による武力行使と一体化した行動であって、自らも武力の行使を行ったとの評価を受けざるを得ない。

（５）よって、現在イラクにおいて行われている航空自衛隊の空輸活動は、政府と同じ憲法解釈に立ち、イラク特措法を合憲とした場合であっても、武力行使を禁止したイラク特措法２条２項、活動地域を非戦闘地域に限定した同条３項に違反し、かつ、憲法９条１項に違反する活動を含んでいることが認められる。　
また、憲法前文に盛り込まれている平和的生存権は「憲法上の法的な権利と認められるべきだ」として、「九条に違反する戦争の遂行等への加担・協力を強制されるような場合には、裁判所に救済を求めることができる」と明言
　
一方、違憲確認の請求は「確認の利益を欠く」として棄却。
差し止め請求も退け、
損害賠償請求も認めませんでしたが、
「控訴人らは、それぞれの重い人生や経験等に裏打ちされた強い平和への信念や信条を有している」「そこに込められた切実な思いには、平和憲法下の日本国民として共感すべき部分が多く含まれている」と原告の訴えを評価しました。
内藤氏――　原告はイラクの実情をヴィデオなどの証拠や、高頭奈緒子さんの証言などで、徹底的に明らかにした。政府・防衛省に対しても、派遣自衛隊の実態を明らかにするよう求めた。ところが政府は実態審議を拒否、入り口で裁判を終わらせようとしたため、結果として、こちらの主張に沿った判決となった。人間の顔をした判決といえる。（文責編集部）
　　　　
